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1. 「規定」の要点読解 

これまでの対外投資監督管理体系と比較して、新たに公布された「規定」において特に注

目すべき主な点は、以下の通りである。 

 

 監督管理レベルの引き上げ 

「規定」の公布以前、対外投資領域における中核的規則には、国家発展改革委員会が公

布した「企業国外投資管理弁法」、商務部が公布した「国外投資管理弁法」、及び外貨管理

部門が制定した「国内機構による国外直接投資に関する外貨管理規定」などが含まれ、こ

れらは部門規則が主であり、規範レベルが比較的低く、上位の包括的な立法が欠如してい

た。この問題を解決するため、「規定」は国務院によって公布され、前述の発展改革委員

会、商務部、及び外貨管理部門などの規則を廃止することなく、対外投資領域の関連規定

を国務院による行政法規のレベルに引き上げた。 

 

 監督管理の範囲拡大 

「規定」は「投資家」という概念を拡大し、投資家に中国国内の企業だけでなく、その

他の組織や国内居住者個人も含まれることを明確にした。同時に、国内居住者個人などに

よる対外投資の具体的な管理方法は、国務院の投資主管部門及び商務主管部門が制定する

ことを定めた。「規定」は、その他の組織や国内居住者個人を対外投資の統一的な監督管

理枠組みに組み入れ、今後の具体的な管理規則の制定に向けた立法の余地を残している。
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例えば、今後、中国の居住者個人やその他の組織が国外証券投資を行う場合、同様に中国

の対外投資制度による監督管理を受ける可能性がある。 

 

 多領域にわたるコンプライアンス要求の統合 

「規定」は、対外投資と輸出管理、技術輸出、越境サービス、データの国外移転、及び

人材の越境サービスなどを直接結びつけ、包括的なコンプライアンス要件体系を形成して

いる。これまでに国家発展改革委員会や商務部などが公布した対外投資規則と比べ、「規

定」は前者の基礎の下、さらに明確化しており、投資家が対外投資活動を行うにあたり、

国が輸出を禁止している貨物、技術、サービス及び関連データを輸出・使用してはならな

いと定めている。また、許可なく国家が輸出を制限する貨物、技術、サービス及び関連デ

ータを輸出・使用してはならない。同時に、「規定」は、技術者の越境派遣、人員の国外勤

務手配、越境技術指導の提供、人員の越境研修手配などの手段を通じて、国家が輸出を禁

止する貨物、技術、サービス及び関連データを国外に移転すること、あるいは許可なくこ

れを行うことを明確に禁止している。 

 

 国外投資の安全審査制度を明確に確立 

現行の国家発展改革委員会「企業国外投資管理弁法」の下では、中国の国家安全保障は

対外投資プロジェクトの認可・届出における重要な審査要素となっているが、「規定」は

国外投資の安全審査を正式に制度化したものである。「規定」は、中国が国外投資の安全

審査制度を整備し、国務院の投資主管部門及び商務主管部門が他の部門と連携して、国家

安全保障に影響を及ぼす、又は及ぼすおそれのある国外投資及び関連する資産・権益など

の譲渡・処分について安全審査を行うことを初めて明確にした。関連組織・個人は、これ

を拒否・妨害してはならず、対外投資安全審査の決定を遵守しなければならない。ただし、

現時点では、対外投資安全審査の具体的な審査手続きや審査要求はまだ公布されていない。 

 

 中国の主体的権益保護メカニズムを明確化 

「規定」は、中国投資家のためにより明確なガイドラインを提供し、国外投資における

コンプライアンスコストと経営リスクを低減するため、中国政府が投資家の国外における

権益を保護するために、投資先国と法執行領域における協力・交流を行う権限を付与して

いる。「規定」はまた、投資先国において戦争、武力衝突、重大災害などの突発的な事態が

発生し、中国政府が相応のリスク回避措置を講じた場合、中国投資家及び関連する個人も

これに協力すべきであることを明確にしている。「規定」は、中国の対外投資家のため、

「事前・事中・事後」にわたる対外投資全過程の保護体制を構築しており、国外総合サー

ビス体系、モニタリング・早期警戒・評価、条約及び領事保護、企業による投資紛争の解

決、投資障壁の調査、的確な反制裁などの制度的アレンジを通じて、国による保護と市場

による自己救済を有機的に結びつけている。 

例えば、「規定」では、投資家が投資先の国（地域）において貿易に関する投資障壁又は
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その他の投資・経営上の障害に直面した場合、国務院の関連部門は調査を組織・実施する

権利を有し、調査結果に基づき投資国別政策の調整、輸出入の禁止又は制限などの措置を

講じることができることが明確にされている。また、差別的な禁止、制限又はその他類似

の措置を講じる国（地域）や国際組織に対しては、実情に応じて相応の措置を講じること

ができる。中国の国家主権、安全、発展の利益を害し、中国の投資家及び対外投資に対し

て差別的な措置を講じる外国の組織・個人に対し、国務院関連部門は相応の措置を講じる

ことができる。 

 

 投資家の規則違反責任を加重 

現行の発展改革委員会及び商務部の規則の下では、対外投資家の規則違反責任は主に行

政管理の面において規定されており、直接的な財産的処罰は比較的限定的である。一方、

「規定」では、より直接的な財産的処罰、一定期間の対外投資禁止・制限、及び個人の責

任などが導入されたほか、刑事責任に関する条項も規定されている。関連規定に違反して、

国が対外投資を禁止している領域やプロジェクトに投資した場合、主管部門は投資活動の

停止、株式又は資産の期限付き処分、違法所得の没収を命じることができる。これに従わ

ない場合、投資額に応じて投資家に罰金を科すほか、直接責任を負う主管人員及びその他

の直接責任者に対して罰金等の行政処分を科すことができる。国外投資の安全審査への協

力を拒否した場合、又は安全審査の決定に従わない場合、国務院関連部門は、違法所得の

没収、罰金、投資停止命令、一定期間の対外投資禁止などの処罰措置を実施することがで

きる。国外投資の承認・届出手続きを適切に行わなかった場合についても、違法所得の没

収、投資額に応じた罰金、投資活動の停止命令、株式又は資産の期限付き処分などの法的

措置が設けられている。 

 

2. 外国企業としての主な留意事項 

 外国企業の中国国内の子会社が中国国外へ投資を行う場合も、同様に「規定」
の監督管理の対象となる。 

外国企業の中国子会社は、中国の法律上、中国国内企業に該当するため、法的性質上も

「規定」における「投資家」に該当する。例えば、外国企業の中国子会社が、中国国内で

蓄積した利益や資産を利用して中国国外へ再投資を行う場合、同様に「規定」の監督管理

対象となり、相応のコンプライアンス要求を満たす必要がある。 

 

 中国企業との国外投資取引においては、当該中国企業が中国の対外投資管理制
度の関連要求を満たしているかについても併せて確認する必要がある。 

中国の投資家が国外で行う M&A、合弁、グリーンフィールド投資、及び国外融資アレ

ンジなどに対し、外国企業が取引の相手方となる場合、中国企業の対外投資に関する監督

管理手続きが完了していない状態で取引を完了したことにより、関連取引が取り消される

という法的結果を招くことを極力避ける観点から、中国の投資家が中国法に基づく対外投
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資に必要な関連手続き（国家発展改革委員会への届出、商務部への届出、外貨登記、輸出

管理許可、データコンプライアンス審査、及び対外投資安全審査などを含むが、これらに

限らない。実際に必要な手続きはプロジェクトの具体的な状況によって異なる。）を完了

しているか否かに同時に注意を払う必要がある。 

 

 中国が今後公表する国外投資安全審査に関する具体的な審査手続き及び審査要
求を注視する。 

中国では現時点、対外投資安全審査に関する具体的な審査手続き及び審査要求はまだ公

表されていないが、外資投資安全審査の実務及び近年の対外投資における輸出管理・デー

タ越境移転への中国政府の関心度を踏まえると、国外投資において国外に提供される貨物、

技術、サービス及び関連データが中国の国家安全保障に影響を及ぼす可能性があるか否か

を評価することが、対外投資安全審査における重点事項の一つとなる可能性があると考え

られる。特に、重要技術、重要データ、戦略的資源、重要インフラ、軍民両用技術、エネ

ルギー・鉱産資源、半導体、通信ネットワーク、人工知能、産業用ソフトウェアなどの領

域に関わる中国の対外投資プロジェクトについては、企業が国外投資安全審査の要求をト

リガーする可能性があるか否かを重点的に評価する必要がある。これを行わない場合、関

連投資取引が停止・取消され、ひいては中国の国家安全保障への影響を排除するよう求め

られる可能性もある。 

 

 中国政府の今後の反制裁措置を注視する 

「規定」では、外国の組織や個人が中国の国家主権、安全、発展の利益を害し、又は中

国の投資家及びその国外投資に対して差別的な措置を講じる場合、国務院関連部門が相応

の反制裁措置を講じることができることが明確にされている。よって、外国企業（中国国

内の子会社を通じて行う場合を含む。）が、外国による中国及び中国主体への輸出規制や

経済制裁などを遵守するために、正常な市場取引の原則に違反し、中国企業の正当な対外

投資を拒否又は制限した場合、当該外国の組織や個人について、中国政府による中国国内

での投資の禁止又は制限、中国主体との取引の禁止又は制限などを含む反制裁措置が発動

される可能性があると理解している。外国の制裁措置の執行と中国法の遵守との間に抵触

が生じる場合、外国企業としては、取引の初期段階で当該中国の投資主体と友好的に協議

し、その理解を得るよう努めることが望ましいと考える。一方、後に中国政府による制裁

措置が適用されるリスクがある場合、外国企業としては、中国の監督管理機関とより深く、

きめ細かな意思疎通を行い、明確な指導を求めることが考えられる。 
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